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④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

当中間会計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純損失（△） △353,318 △1,742,102

減価償却費 5,407 23,941

減損損失 3,672 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 38,131 162

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） 136,841 －

受取利息及び受取配当金 △3,696 △15,876

貸倒損失 1,297 －

関係会社株式評価損 － 1,341,674

債務勘定整理益 △1,408 －

前期損益修正益 △3,325 －

前期損益修正損 13,661 －

役員退職慰労金 7,800 －

固定資産売却損益（△は益） 16,233 －

固定資産除却損 7,737 －

立替金の増減額（△は増加） 11,378 28,697

預け金の増減額（△は増加） △137,015 △177,449

未収入金の増減額（△は増加） △7,371 116,956

未収消費税等の増減額（△は増加） △1,207 21,451

その他の流動資産の増減額（△は増加） 5,789 219,193

未払費用の増減額（△は減少） △16,597 △41,752

その他の流動負債の増減額（△は減少） △87 △265,069

小計 △276,078 △490,173

利息及び配当金の受取額 3,207 16,682

役員退職慰労金の支払額 △7,800 －

法人税等の還付額 16,203 －

法人税等の支払額 △2,379 △12,409

営業活動によるキャッシュ・フロー △266,846 △485,900

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 － △582

有形固定資産の売却による収入 3,974 29,530

無形固定資産の売却による収入 14,729 307,087

貸付けによる支出 △500,000 －

敷金及び保証金の差入による支出 － △535

敷金及び保証金の回収による収入 81,612 －

関係会社株式の売却による収入 － 1,120,150

関係会社株式の取得による支出 － △427,707

その他 － △3

投資活動によるキャッシュ・フロー △399,683 1,027,939

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 － △1,274,925

財務活動によるキャッシュ・フロー － △1,274,925

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △666,530 △732,885

現金及び現金同等物の期首残高 2,132,289 2,865,175

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  1,465,758 ※1  2,132,289
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平成20年9月25日

株式会社メディアイノベーション 

 取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社メディアイノベーションの平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 
 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社メディアイノベーション及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 
１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社グループは当中間連結会計期間において259,632千円の

営業損失、1,367,441千円の中間純損失を計上している。 
 当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該事象を解消するための企業再生計画は当

該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提に作成されており、このような重要な疑義の影響を中間

連結財務諸表には反映していない。  
２．重要な後発事象に関する注記として以下の事象が記載されている。 

(1)平成20年３月27日開催の取締役会において、100％子会社である株式会社MIの株式のうち66.6％をソネットエンタテ

イメント株式会社に譲渡することを決議し、平成20年７月９日付で株式を譲渡した。 

(2)平成20年６月20日開催の取締役会において、100％子会社である株式会社アクイジション株式を株式会社MIに譲渡す

ることを決議し、平成20年7月8日付で株式を譲渡した。 

(3)平成20年６月20日開催の取締役会において、平成20年３月27日開催の株主総会の決議を受け、会社法第156条１項に

基づき自己株式の取得を実施すること及びその具体的取得方法について決議し、自己株式の取得を実施した。 
  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
                                                   以上 
  

※１ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提
出会社が別途保管している。 

 ２ 中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 

  

独立監査人の中間監査報告書

監査法人ウィングパートナーズ 
 

指定社員

     公認会計士 赤坂満秋  印

業務執行社員

指定社員

     公認会計士 吉野直樹  印

業務執行社員
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平成20年9月25日

株式会社メディアイノベーション 

 取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社メディアイノベーションの平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第11期事業年度の中間会計期間

(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社メディアイノベーションの平成20年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平

成20年１月１日から平成20年６月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は124,220千円の営業損失1,519,369千円の中間純損失

を計上している。当該状況により継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該事象を解消するための企業

再生計画は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提に作成されており、このような重要な疑義の影

響を中間財務諸表には反映していない。  
  
２．重要な後発事象に関する注記として以下の事象が記載されている。 

(1)平成20年3月27日開催の取締役会において、100％子会社である株式会社MIの株式のうち66.6％をソネットエンタテイ

メント株式会社に譲渡することを決議し、平成20年7月9日付で株式を譲渡した。 

(2)平成20年6月20日開催の取締役会において、100％子会社である株式会社アクイジション株式を株式会社MIに譲渡する

ことを決議し、平成20年7月8日付で株式を譲渡した。 

(3)平成20年6月20日開催の取締役会において、平成20年3月27日開催の株主総会の決議を受け、会社法第156条1項に基づ

き自己株式の取得を実施すること及びその具体的取得方法について決議し、自己株式の取得を実施した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上
  

※１ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提
出会社が別途保管している。 

 ２ 中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 

  

独立監査人の中間監査報告書

監査法人ウィングパートナーズ 
 

指定社員  

      公認会計士 赤坂満秋  印  

業務執行社員

指定社員  

      公認会計士 吉野直樹  印  

業務執行社員
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平成21年9月18日

株式会社メディアイノベーション 

 取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社メディアイノベーションの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの第12期事業年度の中間会計期間

（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、

中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社メディアイノベーションの平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

  

追記情報 

 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況に関する注記に記載のとおり、会社は、前中間会計期間及び

前事業年度に引き続き、当中間会計期間において、営業損失101,040千円、経常損失93,875千円、中間純損失353,948千

円を計上し、営業活動におけるキャッシュ・フローにおいても266,846千円のマイナスとなっている。会社は、当該状況

を解消すべく諸施策を実行しているが、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該

状況に対する諸施策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続

企業を前提に作成されており、このような重要な不確実性の影響は中間財務諸表には反映されていない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上
  

※１ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提
出会社が別途保管している。 

 ２ 中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 

  

独立監査人の中間監査報告書

監査法人 元和 
 

指定社員

     公認会計士 星山和彦  印

業務執行社員

指定社員

     公認会計士 臼井 聡  印

業務執行社員
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